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通信利用動向調査（事業所対象調査編）の概要 

 

１ 調査の目的 

 

  郵便、電気通信サービス利用の諸実態とその動向及びメディア間の相互関係を把握し、郵政行政 

 に関する諸施策の基礎資料とする。 

 

 

２ 調査の方法 

 

  事業所を対象とするアンケート調査（第９回）を、統計報告調整法に基づく承認統計調査として 

 実施した。 

  なお、アンケート調査の実施に係るサンプリングから集計までの事務を、(社) 新情報センターに 

 委託した。 

 

 

３ アンケート調査の概要 

 

 (1) 調査地域 

   全国 

 (2) 産業 

   日本標準産業分類中分類の 46（郵便業）及び 47（電気通信業）を除く産業を対象。なお、表章 

  は下図のとおりこれを 13 業種に区分・統合して行っている。 

 

日本標準産業分類 本調査の業種区分 

 Ａ 農業    

 Ｂ 林業    １ 農・林・漁業 

 Ｃ 漁業    

 Ｄ 鉱業    ２ 鉱業 

 Ｅ 建設業    ３ 建設業 

 Ｆ 製造業    ４ 製造業 

 Ｇ 電気・ガス・熱供給・水道業    ５ 電気・ガス・熱供給・水道業 

 Ｈ 運輸・通信業    ６ 運輸業 

   

 Ｉ 卸売・小売業、飲食店    ７ 卸売・小売業 

                  (中分類) 60一般飲食店   ８ 飲食店 

                      61その他の飲食店    

 Ｊ 金融・保険業    ９ 金融業 

           （中分類）69 保険業   10 保険業 

 Ｋ 不動産業    11 不動産業 

 Ｌ サービス業    12 サービス業 

 Ｍ 公務    13 公務 

     ＜除外＞ （中分類）46 郵便業、47 電気通信業  
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 (3) 対象事業所 

   (2) に掲げる産業に属する常雇従業者数５人以上の事業所 

 (4) 客体選定方法 

   無作為抽出 

  (5) 標本数 

   ５，６００ 

 (6) 使用名簿 

   「平成８年事業所・企業統計調査（総務庁）」事業所の名簿に係る、基本調査区別民営事業所漢 

   字リストテープ」及び基本調査区別国、地方公共団体事業所漢字リストテープ 

 (7) 抽出方法 

   従業者規模を層化基準とした業種別の系統抽出法 

 (8) 調査方法 

   郵送調査法 

 (9) 調査時期 

   平成１０年１１月２０日～１１月３０日 

 

４ 有効回答数（率） 

  ４，０１０（７１．６％）{前回 ４，３５２（７７．７％）} 

 

 ５～２９人 ３０～９９人 １００人以上 計 

農・林・漁業 132 112 72 316 

鉱業 141 129 16 286 

建設業 121 111 95 327 

製造業 113 108 114 335 

電気・ガス・熱供給・水道業 112 109 87 308 

運輸業 85 91 102 278 

卸売・小売業 107 96 90 293 

飲食店 88 88 104 280 

金融業 144 94 109 347 

保険業 105 83 124 312 

不動産業 128 96 91 315 

サービス業 103 91 87 281 

公務 127 109 96 332 

合計 1,506 1,317 1,187 4,010 

 

 



 -5- 

５ 集計結果の留意事項 

 (1) 比重調整について 

   抽出には、各業種ごとの特性を十分に分析できる回収数を得るために、従業者数規模を層化基 

  準とした業種別の系統抽出法で行なっている。しかし、この回収結果をそのまま分析すると、本 

  来母集団構成比の小さい業種（規模）の傾向が実際以上に強く反映することになる。したがって、 

  本報告書では、全体に対する比重が母集団と一致するように業種並びに規模を基準としたウェイ 

  ト値を算出し、規正回収結果を得た上で分析を行なっている。 

   なおウェイト値は次のとおり。 

 

 ５～２９人 ３０～９９人 １００人以上  規正回収数 

農・林・漁業 0.13845 0.02008 0.00354  21 

鉱業 0.03721 0.00411 0.00444  6 

建設業 3.61131 0.38527 0.06092  486 

製造業 4.37925 0.97879 0.30843  636 

電気・ガス・熱供給・水道業 0.09382 0.02953 0.01922  15 

運輸業 1.51021 0.48598 0.10224  183 

卸売・小売業 8.98647 1.04197 0.19307  1079 

飲食店 3.13554 0.27954 0.00723  301 

金融業 0.50163 0.13608 0.02030  87 

保険業 0.33091 0.13359 0.01517  48 

不動産業 0.30717 0.03506 0.00881  43 

サービス業 8.45233 1.60628 0.40725  1052 

公務 0.24985 0.12346 0.07968  53 

 

 (2) 計数等について  

   集計表に掲載した計数は、掲載単位に満たない計数を四捨五入しているため、構成比の合計が 

  100 にならない場合がある。  

   図表中の「ｎ」はウエイトによって補正された集計事業所数である。 
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調査結果の概要 

 

第１章 郵便等の利用状況 

 １ 昨年と比較した郵便等の差出数の変化 

 

   昨年と比較した郵便等の差出数の増減については、「変わらない」が68.4％と高く、「増やし 

  ている」が14．7％、「減らしている」12.6％となっている。 

   産業別にみると、「増やしている」はサービス業（22.4％）、金融業（21.6％）が２割と、比 

  較的高くなっている。 

 

図１－１ 昨年と比較した郵便等の差出数の変化（産業別） 
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 ２ 国内郵便及び国内宅配便の利用状況（平成１０年１０月の１か月間） 

 

   平成１０年１０月（１か月間）に、国内郵便及び国内宅配便を利用した事業所の割合は、封書 

  79.9％、はがき42.3％、郵便小包11.5％、宅配便31.5％となっている。 

   １事業所当たりの平均利用通(個)数は、封書が288通、はがきが154通、郵便小包が6個及び宅 

  配便が29個となっている。 

   利用率を産業別にみると、いずれの産業も封書の利用率が最も高くなっている。また公務を除 

  いた全産業で、宅配便の利用率が郵便小包の利用率を上回っている。 

 

図１－２ 平成１０年１０月の１か月間の国内郵便及び国内宅配便の利用状況 
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  (1) 封書の利用状況 

 

    全体の利用率は79.9％で、前回調査結果と比較すると4.4ポイント減少している。 

    封書の利用通数の分布をみると、「１～19通」（27.8％）が最も多く、次いで「20～39通」 

   （11.8％）、「100～199通」（11.2％）となっている。 

 

図１－３ 調査前１か月の封書の利用通数 
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    平均利用通数を産業別にみると、公務の3,233通が最も多く、次いで金融業（1,501通）、電 

   気・ガス・熱供給・水道業（721通）、保険業（539通）と続いている。 

    従業者規模別にみると、規模が大きいほど平均利用通数も多く、100人以上で2,791通となっ 

   ている。 

 

表１－１ 調査前１か月の封書の平均利用通数（産業別、従業者規模別） 

                                                       単位：(通) 

合計 

(n=4,010) 

農・林・漁業 

(n=21) 

鉱業 

(n=6) 

建設業 

(n=486) 

製造業 

(n=636) 

電気・ガス・

熱 

供給・水道業 

(n=15) 

運輸業 

(n=183) 

288.1 55.4 55.1 43.2 256.0 721.1 65.4 

       

卸売・小売業 

(n=1,079) 

飲食店 

(n=301) 

金融業 

(n=87) 

保険業 

(n=48) 

不動産業 

(n=43) 

サービス業 

(n=1,052) 

公務 

(n=53) 

318.4 53.7 1501.3 538.7 287.0 236.5 3,232.7 

   

5～29人 

(n=3,380) 

30～99人 

(n=510) 

100人以上 

(n=119) 

147.4 644.6 2,790.9 
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2. 8 2. 2
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79. 9

11. 2
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80

100
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  (2) はがきの利用状況 

 

    全体の利用率は42.3％で、前回調査結果（44.4％）と比較しても大きな差はみられない。 

    はがきの利用通数の分布をみると、「１～19通」（23.3％）が最も多い。 

 

図１－４ 調査前１か月のはがきの利用通数 
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    平均利用通数を産業別にみると、公務の1,954通が最も多く、次いで金融業（583通）、電 

   気・ガス・熱供給・水道業（383通）と続いている。 

    従業者規模別にみると、100人以上の企業で最も多く1,193通となっている。 

 

表１－２ 調査前１か月のはがきの平均利用通数（産業別、従業者規模別） 

                                                       単位：(通) 

合計 

(n=4,010) 

農・林・漁業 

(n=21) 

鉱業 

(n=6) 

建設業 

(n=486) 

製造業 

(n=636) 

電気・ガス・

熱 

供給・水道業 

(n=15) 

運輸業 

(n=183) 

154.3 17.5 8.3 18.7 16.7 382.9 12.5 

       

卸売・小売業 

(n=1,079) 

飲食店 

(n=301) 

金融業 

(n=87) 

保険業 

(n=48) 

不動産業 

(n=43) 

サービス業 

(n=1,052) 

公務 

(n=53) 

103.2 291.7 583.3 118.1 32.6 219.6 1,953.8 

   

5～29人 

(n=3,380) 

30～99人 

(n=510) 

100人以上 

(n=119) 

79.5 409.9 1,192.8 
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  (3) 郵便小包の利用状況 

 

    全体の利用率は11.5％で、前回調査結果（13.8％）と比較しても大きな差はみられない。 

    郵便小包の利用個数の分布をみると、「１個」（3.3％）、「２～３個」（3.7％）が多く 

   なっており、全体的に前回調査結果と大きな増減はみられない。 

 

図１－５ 調査前１か月の郵便小包の利用個数 
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    平均利用個数を産業別にみると、公務が38個で最も多く、次いで製造業（24個）が多くなっ 

   ている。それ以外の産業は10個未満となっている。 

    従業者規模別にみると、5～29人の事業所では２個、30～99人は27個、100人以上は34個と 

   なっている。 

 

表１－３ 調査前１か月の郵便小包の平均利用個数（産業別、従業者規模別） 

                                      単位：（個） 

合計 

(n=4,010) 

農・林・漁業 

(n=21) 

鉱業 

(n=6) 

建設業 

(n=486) 

製造業 

(n=636) 

電気・ガス・

熱 

供給・水道業 

(n=15) 

運輸業 

(n=183) 

6.2 2.6 0.5 4.2 23.6 1.4 9.1 

       

卸売・小売業 

(n=1,079) 

飲食店 

(n=301) 

金融業 

(n=87) 

保険業 

(n=48) 

不動産業 

(n=43) 

サービス業 

(n=1,052) 

公務 

(n=53) 

2.3 0.4 1.6 3.0 0.4 1.0 38.4 

   

5～29人 

(n=3,380) 

30～99人 

(n=510) 

100人以上 

(n=119) 

2.1 27.0 33.6 
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  (4) 宅配便の利用状況 

 

    全体の利用率は31.5％で、前回調査結果と比較すると14.0ポイント減少している。 

    宅配便の利用個数の分布をみると、「10～29個」で5.0ポイント減少しているのが目立って 

   いる。 

 

図１－６ 調査前１か月の宅配便の利用個数 
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    平均利用個数を産業別にみると、製造業が74個で最も多く、運輸業（63個）と不動産業（51 

   個）が50個を超えている。 

    従業者規模別にみると、5～29人の事業所では13個だが、30～99人では100個を超え(103個)、 

   100人以上では179個となっている。 

 

表１－４ 調査前１か月の宅配便の平均利用個数（産業別、従業者規模別） 

                                                単位：(個) 

合計 

(n=4,010) 

農・林・漁業 

(n=21) 

鉱業 

(n=6) 

建設業 

(n=486) 

製造業 

(n=636) 

電気・ガス・

熱 

供給・水道業 

(n=15) 

運輸業 

(n=183) 

29.5 17.1 2.1 6.2 73.5 5.1 62.8 

       

卸売・小売業 

(n=1,079) 

飲食店 

(n=301) 

金融業 

(n=87) 

保険業 

(n=48) 

不動産業 

(n=43) 

サービス業 

(n=1,052) 

公務 

(n=53) 

21.0 3.3 9.4 23.1 50.9 27.0 4.8 

   

5～29人 

(n=3,380) 

30～99人 

(n=510) 

100人以上 

(n=119) 

13.1 103.2 178.9 
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  (5) 封書とはがきの利用状況比較 

 

    封書とはがきの利用状況をみると、「封書のみ利用」している事業所が40.4％、「封書とは 

   がきを併用」が39.5％を占めており、「はがきのみ利用」は2.9％となっている。 

    前回（平成９年）及び前々回（平成８年）の調査結果と比較すると、「封書とはがきを併用 

   している」事業所の比率が低くなっている。 

 

図１－７ 封書とはがきの利用状況比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (6) 郵便小包と宅配便の利用状況比較 

 

    郵便小包と宅配便の利用状況をみると、「宅配便のみ利用」している事業所が25.3％となっ 

   ているのに対し、「郵便小包のみ利用」と「郵便小包と宅配便を併用」はいずれも１割未満と 

   なっている。 

    前回及び前々回の調査結果と比較すると、「郵便小包のみ利用」と「郵便小包と宅配便を併 

   用」している事業所は微減だが、「宅配便のみ利用」が11.7ポイント減少しており、その結果 

   ６割が、「両方とも利用していない」事業所(61.1％)となっている。 

 

図１－８ 郵便小包と宅配便の利用状況比較 
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 ３ 郵便物差出作業の専門業者への委託状況 

 

   郵便物（ＤＭも含む）の差出作業については、「自事業所内で作業している」が87.4％を占め 

  ており、「委託している」と「自企業内の専門部署が行っている」はいずれも１割未満となって 

  いる。 

   産業別にみると、「自企業内の専門部署が行っている」は金融業（26.4％）が比較的多くなって 

  いる。 

 

表１－５ 郵便物差出作業の専門業者への委託状況（複数回答） 

                                                単位：(%) 

 

 

 

 

ｎ 委託している 
自企業内の専門部

署が行っている 

自事業所内で作業

している 
無回答 

合計 4,010  2.7  5.6  87.4  4.3  

農・林・漁業 21  2.0  7.3  84.3  6.3  

鉱業 6  1.3  5.2  86.6  6.9  

建設業 486  0.9  4.4  93.6  1.1  

製造業 636  2.4  4.4  88.8  4.5  

電気・ガス・熱供給・水道業 15  3.0  18.3  74.2  4.5  

運輸業 183  1.1  7.2  84.6  7.1  

卸売・小売業 1,079  4.9  7.2  84.4  3.5  

飲食店 301  4.9  5.1  78.9  11.1  

金融業 87  3.4  26.4  69.8  0.4  

保険業 48  2.9  15.0  78.9  3.2  

不動産業 43  3.9  4.5  85.9  5.7  

サービス業 1,052  1.2  2.3  92.3  4.2  

公務 53  0.6  17.0  78.3  4.1  
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 ４ 海外への情報発信や小荷物送付の利用状況 

 

   海外への情報発信や小荷物送付の利用状況をみると、何らかの手段(複数回答)を用いて「行なっ 

  ている」事業所は、全体で11.8％となっている。 

   通信手段別の利用状況をみると、「国際電話」(7.9％)、「国際ＦＡＸ」(7.4％)、「国際通常 

  郵便」(5.7％)などの順となっている。 

 

図１－９ 海外への情報発信や小荷物送付の利用状況（複数回答） 
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   海外の連絡を行っている状況を産業別にみると、サービス業（18.9％）、不動産業（17.1％） 

  に比較的多くなっている。 

   前回の調査結果と比較すると、サービス業が6.1ポイント高くなっているのに対し、金融業が 

  7.4ポイント、製造業が5.6ポイント低くなっている。 

 

図１－１０ 海外への情報発信や小荷物送付の利用状況（産業別） 
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第２章 ダイレクトメールの利用状況 

 １ ダイレクトメールの利用状況 

 

   ダイレクトメールを、利用している事業所は17.4％で、内訳は「昨年度、または、それ以前か 

  ら利用している」(16.5％)、「今年度から利用している」(0.9％)となっている。 

   前回(平成９年)及び前々回(平成８年)の調査結果と比較すると、「利用している」事業所は増 

  加傾向にある。 

 

図２－１ ダイレクトメールの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ ダイレクトメールの利用状況の推移 
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   ダイレクトメールの利用率を産業別にみると、金融業が53.6％で最も高くなっている。 

   前回(平成９年)及び前々回(平成８年)の調査結果と比較すると、サービス業、電気・ガス・熱 

  供給・水道業が高くなり、卸売・小売業や不動産業が低くなっている。 

 

図２－３ ダイレクトメールの利用率（産業別） 
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  (1) 年間発送回数（平成９年度） 

 

    ダイレクトメール利用事業所における、平成９年度の年間発送回数をみると、「１～４回」 

   （43.8％）が最も高く、次いで「10～19回」（19.2％）となっている。１事業所における年間 

   の平均発送回数は15.4回となっている。 

    前回の調査結果と比較しても、大きな差はみられない。 

    産業別にみると、公務が89.7回で最も多くなっている。 

 

図２－４ ダイレクトメールの年間発送回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－１ ダイレクトメールの年間発送回数（産業別） 

単位：(%) 

 
集計事

業所数 
0 回 1～2回 3～4回 5～9回 

10～19

回 

20～49

回 

50～99

回 

100回以

上 
無回答 

平均

（回） 

合計 662 2.1  25.7  18.1  8.3  19.2  10.2  3.5  2.7  10.2  15.4  

農・林・漁業 1 0.5  32.7  1.0  2.8  19.4  1.0  -  -  42.6  4.9  

鉱業 0 -  8.3  75.1  -  8.3  -  -  -  8.3  3.7  

建設業 29 -  52.8  26.2  2.0  0.2  3.3  -  -  15.5  3.3  

製造業 48 11.2  29.0  1.3  2.7  5.4  9.8  11.2  9.1  20.3  39.1  

電気・ガス・
熱供給・水道

業 

2 1.4  37.5  9.6  10.6  13.2  9.2  0.9  6.3  11.4  20.5  

運輸業 10 -  22.3  26.1  16.6  -  14.6  -  1.0  19.4  9.9  

卸売・小売業 236 0.2  25.1  22.5  9.8  20.1  13.6  3.9  0.2  4.6  10.9  

飲食店 44 0.6  32.3  24.5  12.2  25.2  3.2  0.6  0.6  0.7  7.1  

金融業 44 7.8  20.0  18.8  10.4  15.2  7.0  0.4  3.5  16.8  15.6  

保険業 13 9.1  28.8  13.3  4.1  8.5  2.5  -  7.5  26.3  17.8  

不動産業 7 1.1  23.5  18.9  22.1  11.4  0.2  0.2  5.0  17.5  16.6  

サービス業 226 1.4  21.8  14.8  7.1  25.0  10.2  3.7  3.9  12.1  18.4  

公務 2 3.5  21.6  5.5  5.5  19.9  11.0  -  33.1  -  89.7  
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  (2) １回当たりのダイレクトメール発送通数（平成９年度） 

 

    ダイレクトメール利用事業所における、１回当たりの平均発送通数は、1,311通である。発 

   送通数の分布の推移をみると、「500～999通」は増えているが、それ以外は減少傾向がみられ 

   る。 

    産業別に平均発送通数をみると、製造業(3,332通)、不動産業(3,155通)、公務(2,612通)が 

   多くなっている。 

 

図２－５ １回当たりのダイレクトメール平均発送通数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－２ １回当たりのダイレクトメール平均発送通数（産業別） 

単位：(%) 

 
集計事

業所数 
0通 1～99通 

100～

199通 

200～

499通 

500～

999通 

1000～

2999通 

3000～

4999通 

5000～

9999通 

10000通

以上 
無回答 

平均   

（通） 

合計 662 2.1  16.8  13.6  18.5  14.5  15.5  1.2  3.1  2.3  12.4  1310.9  

農・林・漁業 1 0.5  3.3  5.6  38.8  -  2.8  6.6  1.5  1.0  39.8  1146.6  

鉱業 0 -  83.4  -  8.3  -  -  -  -  -  8.3  56.6  

建設業 29 -  25.1  0.2  29.3  0.2  18.4  0.2  -  -  26.6  414.3  

製造業 48 11.2  28.7  2.0  7.4  9.1  3.3  0.6  4.7  11.8  21.0  3332.0  

電気・ガス・熱

供給・水道業 
2 1.4  11.3  27.9  17.9  8.7  15.5  2.3  1.8  1.8  11.4  809.4  

運輸業 10 -  16.6  21.3  38.0  -  -  -  -  -  24.1  188.4  

卸売・小売業 236 0.2  16.1  20.6  12.7  12.3  21.0  1.4  5.5  1.2  8.9  1438.0 

飲食店 44 0.6  18.0  11.6  26.4  8.4  15.6  3.2  8.4  7.1  0.7  1864.0  

金融業 44 7.8  21.5  20.6  20.2  3.8  6.2  1.8  0.3  2.1  15.7  1155.6  

保険業 13 9.1  27.4  15.7  11.3  5.6  6.2  1.3  -  0.1  23.3  414.1  

不動産業 7 1.1  13.0  13.0  33.3  1.9  10.7  1.2  0.6  7.5  17.5  3154.9  

サービス業 226 1.4  12.1  8.9  22.6  24.8  15.2  0.7  0.5  0.9  12.8  809.7  

公務 2 3.5  27.5  11.0  16.5  5.5  17.9  11.0  3.5  3.5  -  2611.7  
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  (3) ダイレクトメールの年間発送通数（平成９年度） 

 

    ダイレクトメール利用事業所における、※平成９年度の年間発送通数（推計）は、14,370通 

   である。 

    前回の調査結果と比較すると、50,000通以上の事業所の比率が少なくなっている。 

   産業別に年間発送通数をみると、金融業が(54,710通)で最も多く、次いで不動産業(33,145通)、 

   製造業(21,943通)、公務(17,474通)と続いている。 

 

図２－６ ダイレクトメールの年間発送通数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－３ ダイレクトメールの年間発送通数（産業別） 

単位:(%) 

 ｎ 0通 
1～499

通 

500～

999通 

1000～

2999通 

3000～

4999通 

5000～

9999通 

10000～

19999通 

20000～

49999通 

50000～

99999通 

100000

通以上 

平均   

（通） 

合計 587 2.4  25.0 8.9 21.7 8.3 15.1 8.7 8.0 0.5 1.3 14,369.6 

農・林・漁業 0 0.9  44.5  -  33.8  10.7  4.9  0.9  2.6  1.7  -  3,524.5  

鉱業 0 -  91.0  9.0  -  -  -  -  -  -  -  170.6  

建設業 21 -  53.9  19.7  19.4  -  1.8  1.2  4.0  -  -  2,126.8  

製造業 38 14.2  17.6  2.6  13.2  18.4  4.2  13.2  11.6  2.6  2.6  21,942.7  

電気・ガス・熱

供給・水道業 
2 1.6  26.8  12.3  32.9  11.4  5.2  4.7  2.1  1.0  2.1  7,223.6  

運輸業 8 -  68.0  8.8  23.2  -  -  -  -  -  -  776.0  

卸売・小売業 215 0.2  27.1 5.4 25.4 4.4 14.0 11.2 10.7 0.4  1.2 12,757.7 

飲食店 44 0.6  34.3  10.4  17.6  0.1  8.5  16.8  10.4  -  1.3  7,561.5  

金融業 37 9.4  33.9  13.4  21.5  8.4  5.5  4.7  0.5  0.3  2.5  54,710.2  

保険業 9 12.7  45.4  14.5  9.4  10.1  2.2  0.2  3.9  1.5  0.2  6,284.6  

不動産業 6 1.3  31.4  10.8  25.2  7.2  5.2  7.2  2.2  0.9  8.6  33,145.4  

サービス業 196 1.6  14.6  11.5  20.5  13.5  25.0  5.5  6.6  0.2  1.0  10,351.3  

公務 2 3.5  5.5  -  36.5  22.1  -  14.4  3.5  3.5  11.0  17,473.7  

 

※年間発送通数は、年間発送回数と１回当たりの平均発送通数の回答から推計したものである。 
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 ２ ダイレクトメールにおける封書とはがきの割合 

 

   ダイレクトメール利用事業所では、平成９年度のダイレクトメールにおける封書とはがきの利 

  用割合は３割が「すべて封書」（30.9％）となっている。 

   ダイレクトメールの利用率が高い産業(上位５産業：卸売・小売業、金融業、保険業、不動産 

  業、サービス業)に注目すると、保険業と不動産業は「すべて封書」の比率が６割を越えている 

  （保険業：61.9％、不動産業：63.5％）。 

 

図２－７ ダイレクトメールにおける封書とはがきの割合（産業別） 
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 ３ ダイレクトメール発送数の増減状況（平成１０年度予定） 

 

   ダイレクトメール利用事業所における、昨年度と比較した発送数の増減予定については、「増 

  やしている」（25.7％）が「減らしている」（20.3％）を上回っている。 

   産業別にみると、ダイレクトメールの利用率が高い産業のうち、サービス業は「増やしてい 

  る」が「減らしている」を上回っているが、金融業と保険業では大きな差がなく、卸売・小売業 

  では「減らしている」の方が上回っている。 

 

図２－８ ダイレクトメール発送数の増減状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－９ ダイレクトメール発送数の増減状況（産業別） 
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第３章 情報通信関連機器の保有状況 

 

 情報通信関連機器の保有状況を、前回(平成９年)及び前々回（平成８年）の調査結果と比較すると、 

増加傾向がみられるのは「携帯電話」、「パソコン」、「携帯情報端末」である。 

 一方、「自動車電話」「無線呼出し（ポケベル）」及び「ワープロ」は減少傾向がみられる。 

 「ファクシミリ」はほとんどの事業所（93.2％）が保有しており、保有状況の変化はみられない。 

 

図３－１ 情報通信関連機器の保有率の推移 
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 １ 携帯電話の保有状況 

 

   携帯電話の保有率を産業別にみると、建設業が95.4％で最も多く、次いで電気・ガス・熱供 

  給・水道業(74.6％)、運輸業（73.3％）などと続いている。 

   携帯電話の保有台数の分布は、「１台」（ 31.1％）が最も多く、次いで「３～４台」 

  （25.6％）、「２台」（19.1％）となっており、約５割の事業所が２台以下、約４分の３が４台 

  以下となっている。 

   平均保有台数は4.2台で、産業別にみると、保険業（7.9台）、電気・ガス・熱供給・水道業 

  （7.4台）、運輸業（6.0台）などの順で多くなっている。 

  前回(平成９年)及び前々回(平成８年)の調査結果と比較すると、全体的に増加傾向がみられる。 

 

図３－２ 携帯電話の保有状況（産業別） 
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図３－３ 携帯電話の保有台数（保有事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４ 携帯電話の平均保有台数（産業別）（保有事業所） 
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 ２ ＰＨＳの保有状況 

 

   ＰＨＳの保有率を産業別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業が30.0％で最も高く、不動産 

  業(20.0％)、建設業(18.2％)も比較的高くなっている。また、いずれの産業でも「保有していな 

  いし、今後も必要ない」が６割以上を占めている。 

   ＰＨＳの保有台数の分布は、「１台」が54.6％、「２台」が23.9％で、８割近くが２台以下と 

  なっている。 

   平均保有台数は2.7台で、産業別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業が22.0台で最も多い。 

   前回(平成９年)及び前々回(平成８年)の調査結果と比較すると、電気・ガス・熱供給・水道業 

  で最も増加している。 

 

図３－５ ＰＨＳの保有状況（産業別） 
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図３－６ ＰＨＳの保有台数(保有事業所) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－７ ＰＨＳの平均保有台数（産業別）（保有事業所） 
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 ３ 自動車電話の保有状況 

 

   自動車電話の保有率を産業別にみると、不動産業（15.0％）、公務（13.7％）、電気・ガス・ 

  熱供給・水道業（12.6％）で高い。 

   自動車電話の保有台数の分布は、「１台」が60.6％を占めている。 

   平均保有台数は3.0台で、産業別にみると、運輸業（8.1％）、卸売・小売業（4.7％）が多く 

  なっている。 

   前回(平成９年)及び前々回(平成８年)の調査結果と比較すると、運輸業と卸売・小売業で増え 

  ている以外は、大きな差はみられない。 

 

図３－８ 自動車電話の保有状況（産業別） 
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図３－９ 自動車電話の保有台数（保有事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１０ 自動車電話の平均保有台数（産業別）（保有事業所） 
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 ４ 無線呼出し（ポケベル）の保有状況 

 

   無線呼出し（ポケベル）の保有率を産業別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業(60.3％)が 

  最も高く、次いで金融業（46.5％）、建設業（45.6％）と続いている。 

   無線呼出し（ポケベル）の保有台数の分布は、「１台」が31.7％と最も多いが、「２台」が 

  20.1％、「３～４台」が16.8％となっている。 

   平均保有台数は5.7台となっている。産業別にみると、前回（平成９年）及び前々回（平成８ 

  年）の調査結果と同様に、電気・ガス・熱供給・水道業が13.7台で最も多くなっている。次いで 

  保険業（9.5台）と公務（9.0台）などと続いている。 

 

図３－１１ 無線呼出し（ポケベル）の保有状況（産業別） 

 

 ｎ  

合 計 (4,010)  

農 ・ 林 ・ 漁 業 (21)  

鉱 業 (6)  

建 設 業 (486)  

製 造 業 (636)  

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供

給 ・ 水 道 業 
(15)  

運 輸 業 (183)  

卸 売 ・ 小 売 業 (1,079)  

飲 食 店 (301)  

金 融 業 (87)  

保 険 業 (48)  

不 動 産 業 (43)  

サ ー ビ ス 業 (1,052)  

公 務 (53)  

 



 -34- 

図３－１２ 無線呼出し（ポケベル）の保有台数（保有事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１３ 無線呼出し（ポケベル）の平均保有台数（産業別）（保有事業所） 
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 ５ ファクシミリの保有状況 

 

   ファクシミリの保有率を産業別にみると、飲食店（67.0％）以外は、いずれの産業も約９割の 

  保有率となっている。 

   ファクシミリの保有台数の分布は、「１台」が69.3％を占めている。 

   平均保有台数は1.9台で、産業別にみると、公務が4.7台で多くなっている。 

   前回(平成９年)及び前々回(平成８年)の調査結果と比較すると、公務で増加傾向がみられる。 

  また、僅かながら卸売・小売業と金融業にも増加傾向がある。 

 

図３－１４ ファクシミリの保有状況（産業別） 
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図３－１５ ファクシミリの保有台数（保有事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１６ ファクシミリの平均保有台数（産業別）（保有事業所） 
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 ６ ワープロの保有状況 

 

   ワープロの保有率を産業別にみると、公務が88.3％で最も高く、次いで建設業（83.9％）、不 

  動産業（79.3％）、運輸業（73.5％）などと続いている。また最も低い飲食店では37.0％にとど 

  まっている。 

   ワープロの保有台数の分布は、「１台」が59.2％を占めている 

   平均保有台数は2.9台となっており、産業別にみると、公務（18.4台）が最も多くなっている。 

   前回(平成９年)及び前々回(平成８年)の調査結果と比較すると、公務は増加、電気・ガス・熱 

  供給・水道業では減少の傾向がみられる。 

 

図３－１７ ワープロの保有状況（産業別） 
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図３－１８ ワープロの保有台数（保有事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１９ ワープロの平均保有台数（産業別）（保有事業所） 
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 ７ パソコンの保有状況 

 

   パソコンの保有率を産業別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業（95.4％）と保険業 

  （92.2％）で９割以上であり、次いで金融業（80.4％）、公務（80.2％）などと続いている。最 

  も低いのは飲食店（33.9％）となっている。 

   パソコンの保有台数の分布は、「１台」が37.5％と最も多いが、「２台」が17.8％、「３～４ 

  台」が14.9％となっている。 

   平均保有台数は8.0台となっている。産業別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業（31.4 

  台）と公務（23.6台）が多くなっている。 

   前回(平成９年)及び前々回(平成８年)の調査結果と比較すると、平均保有台数は増加傾向がみ 

  られる。産業別にみても、半数以上に増加傾向がみられる。 

図３－２０ パソコンの保有状況（産業別） 
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図３－２１ パソコンの保有台数（保有事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２２ パソコンの平均保有台数（産業別）（保有事業所） 
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 ８ 携帯情報端末の保有状況 

 

   携帯情報端末の保有率を産業別にみると、保険業で33.0％と最も高くなっている。 

   携帯情報端末の保有台数の分布は、「１台」が36.0％と最も多いが、「２台」が11.7％、「３ 

  ～４台」が7.8％となっている。 

   平均保有台数は5.7台となっている。産業別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業が21.7台 

  で最も多く、次いで保険業17.9台、運輸業12.2台で10台を超えている。 

   前回(平成９年)及び前々回(平成８年)の調査結果と比較すると、平均保有台数は増加傾向がみ 

  られ、特に電気・ガス・熱供給・水道業でみられる。 

 

図３－２３ 携帯情報端末の保有状況（産業別） 
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図３－２４ 携帯情報端末の保有台数（保有事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２５ 携帯情報端末の平均保有台数（産業別）（保有事業所） 
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 ９ 携帯情報端末の通信端末としての利用状況 

 

   携帯情報端末を保有している事業所における携帯情報端末の通信端末としての利用状況をみる  

  と、「すべての端末で利用している」が21.9％、「一部の端末で利用している」が32.9％で、約 

  半数の事業所(54.8％)が通信に利用している。 

   産業別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業の利用率（85.3％）が最も高くなっており、次 

  いで公務（72.5％）と保険業（70.4％）が７割以上と高くなっている。 

 

図３－２６ 携帯情報端末の通信端末としての利用状況（産業別） 
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 10 情報通信関連機器の保有の関係 

 
  (1) 携帯電話及びＰＨＳの保有の関係 

 
    携帯電話及びＰＨＳの保有状況の関係をみると、半数が「携帯電話のみ保有」（56.6％）と 

   なっている。「いずれも保有」は10.6％、「ＰＨＳのみ保有」は1.5％と少なくなっている。 

   また、３割が「いずれも保有していない」（30.3％）となっている。 

    産業別にみると、いずれかの機器を保有している率が最も高いのは、建設業（95.4%）と 

   なっている。また、両方とも保有している率が最も高いのは、電気・ガス・熱供給・水道業 

   （28.4％）となっている。 

 

図３－２７ 携帯電話及びＰＨＳの保有の関係（産業別） 
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  (2) 携帯電話・ＰＨＳと携帯情報端末の保有の関係 

 

    携帯電話の保有状況とＰＨＳの保有状況別に携帯情報端末の保有状況をみると、携帯電話を 

   「保有している」事業所では17.3％が携帯情報端末を保有している。また携帯電話を保有して 

   いなくても「具体的に保有する予定がある」事業所では携帯情報端末を「具体的に保有する予 

   定がある」割合が23.4％と高くなっている。 

    ＰＨＳの保有状況別にみたところ、ＰＨＳを「保有している」事業所では、20.2％が携帯情 

   報端末を保有している。またＰＨＳを保有していなくても、「具体的に保有する予定がある」 

   事業所では携帯情報端末を「具体的に保有する予定がある」割合が15.4％と高くなっている。 

 

図３－２８ 携帯情報端末の保有状況（携帯電話、ＰＨＳの保有状況別） 
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 (3) ファクシミリ、パソコン及びワープロの保有の関係 

 

   ファクシミリ、パソコン及びワープロの保有状況の関係をみると、「全てを保有」（50.1％） 

  している事業所が約半数となっている。 

   産業別にみると、いずれかを保有している率は、いずれの産業でも高く、最も低い飲食店でも 

  77.7％となっている。また「全てを保有」は公務（71.6％）が最も多く、次いで電気・ガス・熱 

  供給・水道業（65.0％）、建設業（64.0％）、不動産業（62.0％）などと続いている。 

 

表３－１ ファクシミリ、パソコン及びワープロの保有の関係（産業別） 
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合 計 (4,010) 50.1 22.1 12.6 1.0 8.4 0.4 0.9 3.5 0.9 

農 ・ 林 ・ 漁 業 (21) 41.6 16.1 17.3 1.3 13.6 0.9 2.8 5.0 1.4 

鉱 業 (6) 48.1 13.5 22.2 - 10.5 - 1.9 2.5 1.3 

建 設 業 (486) 64.0 9.3 19.8 0.1 6.0 0.7 - - - 

製 造 業 (636) 51.1 22.1 12.9 - 10.3 - 0.7 2.1 0.9 

電気・ガ ス・熱 供

給 ・ 水 道 業 
(15) 65.0 29.6 2.6 0.6 1.4 0.1 - 0.6 - 

運 輸 業 (183) 49.9 16.0 21.9 0.8 6.9 - 0.8 1.9 1.7 

卸 売 ・ 小 売 業 (1,079) 47.8 31.0 8.8 0.9 8.7 - 0.8 0.8 1.1 

飲 食 店 (301) 15.5 10.9 15.0 3.2 25.5 4.3 3.2 20.2 2.2 

金 融 業 (87) 37.8 42.6 10.1 - 9.0 - - 0.6 - 

保 険 業 (48) 58.9 33.2 3.1 0.1 3.7 - - 1.0 - 

不 動 産 業 (43) 62.0 16.3 15.1 0.8 2.1 - 1.4 1.5 0.7 

サ ー ビ ス 業 (1,052) 54.4 22.2 11.3 1.6 3.9 - 0.8 5.0 0.8 

公 務 (53) 71.6 7.1 13.1 1.4 2.7 - 2.1 1.3 0.5 
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第４章 業務における通信メディアの利用状況 

 

 １ 通信メディアの利用状況 

 

   通信メディアの利用状況をみると、「請求や利用明細の通知」が64.7％と最も多く、次いで 

  「証拠書類（領収書など）の送付」（58.5％）、「申込や届出の受付」（45.9％）、「商品や催 

  物の紹介、宣伝」（42.1％）、「会社案内、人事募集」（40.3％）、「定期的な情報の提供」 

  （39.7％）などと続いている。 

 

図４－１ 各種業務における通信メディアの利用状況（産業別） 
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保 険 業 (48) 61.1  58.1  64.1  70.0  50.3  54.7  68.4  50.1  

不 動 産 業 (43) 57.9  56.5  70.7  68.5  44.5  39.4  57.8  34.3  

サ ー ビ ス 業 (1,052) 42.7  44.3  58.6  53.1  37.2  34.2  51.5  31.9  

公 務 (53) 28.6  47.1  34.5  44.2  34.2  37.5  53.8  44.0  
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 ２ 業務別にみた通信メディアの利用状況 

 

  (1) 商品や催物の紹介、宣伝 

 

    「商品や催物の紹介、宣伝」に利用されているのは、郵便（62.6％）が最も多くなっている。 

 

図４－２ 情報伝達業務の通信手段の選択状況（商品や催物の紹介、宣伝） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 定期的な情報の提供 

 

    「定期的な情報の提供」に利用されているのは、郵便（48.1％）が最も多く、次いでＦＡＸ 

   （34.7％）となっている。 

 

図４－３ 情報伝達業務の通信手段の選択情報（定期的な情報の提供） 
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 (3) 請求や利用明細の通知 

 

   「請求や利用明細の通知」は、ほとんどの事業所が郵便（89.1％）を利用している。次いでＦ 

  ＡＸ（28.9％）が多くなっている。 

 

図４－４ 情報伝達業務の通信手段の選択状況（請求や利用明細の通知） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 証拠書類(領収書など)の送付 

 

    「証拠書類(領収書など)の送付」は、ほとんどの事業所が郵便（90.6％）を利用している。 

 

図４－５ 情報伝達業務の通信手段の選択情報（証拠書類(領収書など)の送付） 
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 (5) 会社案内、人事募集 

 

   「会社案内、人事募集」に利用されているのは、その他（68.8％）が最も多く、次いで郵便 

  （31.3％）となっている。 

 

図４－６ 情報伝達業務の通信手段の選択情報（会社案内、人事募集） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (6) 意見や応募の受付 

 

   「意見や応募の受付」に利用されているのは、電話（45.4％）と郵便（43.3％）が多くなって 

  いる。 

 

図４－７ 情報伝達業務の通信手段の選択情報（意見や応募の受付） 
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 (7) 申込や届出の受付 

 

   「申込や届出の受付」に利用されているのは、郵便（61.4％）が最も多く、次いで電話 

  （42.6％）とＦＡＸ（40.8％）が多くなっている。 

 

図４－８ 情報伝達業務の通信手段の選択情報（申込や届出の受付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (8) アンケート調査 

 

   「アンケート調査」に利用されているのは、郵便（63.8％）が最も多く、次いでその他 

  （36.6％）が多くなっている。 

 

図４－９ 情報伝達業務の通信手段の選択情報（アンケート調査） 
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第５章 パソコン通信サービスとインターネットの利用状況 

 

 １ パソコン通信サービスの利用状況 

 

   パソコン通信サービスの利用率は19.1％で前回調査より7.0ポイント増加している。 

   産業別にみると、利用率の高い順に不動産業（30.6％）、金融業（28.2％）、電気・ガス・熱 

  供給・水道業（28.0％）となっている。 

   前回（平成９年）及び前々回（平成８年）の調査結果と比較すると、ほとんどの産業で利用率は 

  年々増加している。 

 

図５－１ パソコン通信サービスの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２ パソコン通信サービスの利用状況（産業別） 
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 ２ インターネットの利用状況 

 

   インターネットの利用率は19.2％で、前回の調査結果から6.9ポイント増加している。 

   産業別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業が36.9％で最も高く、次いでサービス業25.9％、 

  不動産業25.1％、公務23.2％となっている。 

   前回（平成９年）及び前々回（平成８年）の調査結果と比較すると、いずれの産業においても、 

  利用率が増加している。 

   従業者規模別に見ると、規模が大きくなるほど利用率も高くなり、100人以上の事業所では 

  48.3％と、５割近い利用率となっている。 

 

図５－３ インターネットの利用状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－４ インターネットの利用率（産業別） 
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図５－５ インターネットの利用率（従業者規模別） 
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 インターネットを利用している事業所にどのような方法で利用しているかきいたところ、約半数が

「その他のプロバイダ（インターネット接続業者）の接続サービスで利用している」（52.9％）と答

えており、次いで「パソコン通信事業者の接続サービスで利用している」（32.1％）、「第１種電気

通信事業者のインターネット接続サービス（OCN､ODN､DION､ｼﾘｳｽ）で利用している」（20.8％）、

「ケーブルテレビ事業者の接続サービスで利用している」（0.7％）の順となっている。 

 

図５－６ インターネットの利用方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、インターネットを利用している事業所に、どのような形態で接続しているかきいたところ、

約半数が「ダイアルアップ（ＩＳＤＮ回線）」（54.2％）を答えており、次いで「ダイアルアップ

（電話回線）」（31.4％）が多くなっている。 

 

図５－７ インターネットの接続形態 

 

 

32. 1

20. 8

0. 7

52. 9

5. 4

0 10 20 30 40 50 60

パソコン通信の接続サービス　 　 　

インターネッ ト 接続業者サービス　

ケーブルテレビの接続サービス　 　

その他のプロバイダの接続サービス

無回答　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

単位： ( %)

31. 4

54. 2

5. 7

4. 5

0. 4

2. 7

9. 8

0 10 20 30 40 50 60

ダイアルアッ プ（ 電話回線）

ダイアルアッ プ（ Ｉ Ｓ Ｄ Ｎ回線）

専用線（ 64ｋ ｂ ／ｓ ）

専用線（ 128ｋ ｂ ／ｓ ）

専用線（ 198～384ｋ ｂ ／ｓ ）

専用線（ 512ｋ ｂ ／ｓ 以上）

無回答

単位： ( %)

(n=772) 

(n=772) 
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 ３ パソコン通信サービスとインターネットの併用状況 

 

   パソコン通信サービス又はインターネットを利用している事業所は前回調査から10.3ポイント 

  増加し、25.7％となっている。その内訳は、「パソコン通信とインターネットを併用」している 

  事業所が 12.6％で、「インターネットのみ利用」（ 6.6％）や「パソコン通信のみ利用」 

  （6.4％）利用している事業所を上回っている。 

 

図５－８ パソコン通信サービス又はインターネットの利用率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－９ パソコン通信サービス又はインターネットの併用状況 
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25. 7

77. 1

70. 8

7. 5

(3. 5)
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いずれかを利用 どちらも利用していない 無回答　

3. 1

6. 4

9. 0

12. 6

3. 3

6. 6

0 5 10 15 20 25 30

平成９年(n=4, 352)

平成10年(n=4, 010)

パソコン通信サービスのみ利用

パソコン通信サービス・インターネット併用

インターネットのみ利用

単位：(%)
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 ４ パソコン通信サービスとインターネットの利用端末台数 

 

   パソコン通信サービス又はインターネットを利用している事業所にパソコン通信サービスやイ 

  ンターネットに接続できる端末の台数をきいたところ、「１台」が45.1％、「２台」が14.0％、 

  「３～４台」が10.8％となっている。 

 

図５－１０ パソコン通信サービスとインターネットの利用端末台数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業別に平均利用端末台数をみると、電気・ガス・熱供給・水道業の34.7台が最も多く、次い 

  でサービス業（8.9台）、保険業（8.8台）、製造業（7.9台）、公務（7.8台）となっている。 

   従業者規模別に平均利用端末台数をみると、規模が大きくなるに従って台数も増え、100人以 

  上では40.1台と最も多くなっている。 

 

表５－１ パソコン通信サービスとインターネットの平均利用端末台数（産業別、従業者規模別） 

                                               単位：（台） 

合計 

(n=1,030) 

農・林・漁業 

(n=4) 

鉱業 

(n=1) 

建設業 

(n=102) 

製造業 

(n=165) 

電気・ガス・

熱 

供給・水道業 

(n=7) 

運輸業 

(n=36) 

6.7 2.1 4.3 2.9 7.9 34.7 3.2 

       

卸売・小売業 

(n=252) 

飲食店 

(n=38) 

金融業 

(n=28) 

保険業 

(n=14) 

不動産業 

(n=16) 

サービス業 

(n=351) 

公務 

(n=16) 

5.4 1.0 5.7 8.8 3.2 8.9 7.8 

   

5～29人 

(n=765) 

30～99人 

(n=201) 

100人以上 

(n=65) 

3.1 9.5 40.1 

 

47. 5

21. 5

9. 3

4. 9 3. 9 4. 4
1. 4 1. 5 1. 8 1. 3 2. 51. 7

8. 9

2. 3
1. 01. 6

3. 9
3. 0

7. 8
10. 8

14. 0

45. 1

0

10

20

30

40

50

1台 2台 3～4台 5～6台 7～9台 10～14台 15～19台 20～29台 30～49台 50台以上 無回答

平成９年(n=672)

平成10年(n=1, 030)

単位：( %)
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 ５ パソコン通信サービスとインターネットの利用用途 

 

   パソコン通信サービス又はインターネットを利用している事業所に、どのような用途で利用 

  しているかきいたところ、「社内外との連絡・コミュニケーション」が55.3％で最も多く、次い 

  で「外部データベースなどにアクセスして情報検索、入手」（45.1％）、「ホームページによる 

  情報提供・宣伝」（30.9％）、「関連会社との情報共有、データ交換」（27.1％）などと続いて 

  いる。 

 

図５－１１ パソコン通信サービスとインターネットの利用用途（複数回答） 

 

 

社 内 外 と の 連 絡 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン  

外部データベースなどにアクセスして情

報 検 索 、 入 手 

 

 

ホ ー ム ペ ー ジ に よ る 情 報 提 供 ・ 宣 伝  

関 連 会 社 と の 情 報 共 有 、 デ ー タ 交 換  

フ リ ー ウ ェ ア 等 の ソ フ ト ウ ェ ア 入 手  

市 場 調 査  

商 品 な ど の ユ ー ザ ー サ ポ ー ト  

支払いや振込の電子決済（電子マネー）  

イ ン タ ー ネ ッ ト 電 話  

オ ン ラ イ ン シ ョ ッ ピ ン グ の 提 供  

ク イ ズ や 懸 賞 の 実 施  

そ の 他 の 用 途  

無 回 答  

 

55. 3

45. 1

30. 9

27. 1

9. 6

7. 9

5. 9

3. 8

3. 7

1. 0

0. 5

12. 3

8. 3

0 10 20 30 40 50 60

単位：(%)

( n=1, 030)
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 産業別にみると、「社内外との連絡・コミュニケーション」は、電気・ガス・熱供給・水道業

（69.0％）や保険業（68.7％）が比較的高くなっている。農・林・漁業や鉱業、公務では、この比率

よりも「外部データベースなどにアクセスして情報検索、入手」の方が多くなっている。また公務で

は、「ホームページによる情報提供・宣伝」（45.8％）が他の産業よりも高くなっている。 

 従業者規模別にみると、「ホームページによる情報提供・宣伝」と「関連会社との情報共有、デー

タ交換」は、規模が大きくなるほど高くなっている。「社内外との連絡・コミュニケーション」と

「外部データベースなどにアクセスして情報検索、入手」は、100人以上の事業所で最も高くなって

いるが、5～29人と30～99人では、ほぼ同率となっている。 

 

表５－２ パソコン通信サービスとインターネットの利用用途（産業別） 

                                                 単位：(%) 

 ｎ  
社内外と

の連絡コ

ミュニケ

ーション 

外部にア

クセスし

て情報検

索、入手 

ホームペ

ージによ

る情報提

供・宣伝 

関連会社

との情報

共有、デ

ータ交換 

フリーウ

ェア等の

ソフトウ

ェア入手 

市場調査 

商品など

のユーザ

ーサポー

ト 

支払いや

振込の電

子決済 

インター

ネット電

話 

オンライ

ンショッ

ピングの

提供 

クイズや

懸賞の実

施 

その他の

用途 無回答 

合 計 1,030  55.3  45.1  30.9  27.1  9.6  7.9  5.9  3.8  3.7  1.0  0.5  12.3  8.3  

農・林・漁業 4  20.6  34.6  14.5  17.6  2.0  4.9  4.1  10.8  -  7.8  0.1  13.6  21.0  

鉱 業 1  46.4  53.2  20.4  30.5  17.6  9.7  9.3  8.8  5.1  0.5  -  6.0  1.4  

建 設 業 102  56.2  41.4  27.5  31.8  13.5  19.6  3.7  12.3  7.1  3.5  3.5  13.1  8.2  

製 造 業 165  49.7  51.2  27.8  32.4  14.7  15.4  4.8  5.4  -  0.6  -  5.4  9.6  

電気・ガス・熱

供給・水道業 
7  69.0  38.5  31.8  39.2  5.4  7.0  0.7  1.6  -  -  0.3  12.1  5.5  

運 輸 業 36  43.4  33.5  24.6  31.8  7.8  4.1  1.6  10.2  -  4.2  -  10.8  9.9  

卸売・小売業 252  62.5  45.7  27.6  31.1  8.8  6.1  11.8  3.6  7.8  1.0  -  22.4  7.9  

飲 食 店 38  39.0  26.3  30.9  1.6  17.3  16.5  8.3  0.1  0.0 0.7  0.8  9.8  18.0  

金 融 業 28  63.5  25.4  23.1  10.8  3.7  6.0  0.9  3.4  0.1  -  0.1  8.4  16.8  

保 険 業 14  68.7  16.3  21.0  13.1  -  3.6  2.5  -  1.0  2.4  -  9.2  14.6  

不 動 産 業 16  34.5  37.4  29.1  9.7  2.7  11.2  0.6  10.5  0.4  0.1  0.2  10.8  13.5  

サ ー ビ ス 業 351  56.0  49.1  37.0  26.0  7.3  2.3  4.1  0.6  3.0  0.2  0.1  8.7  5.8  

公 務 16  41.3  51.3  45.8  10.6  4.7  2.0  -  0.8  0.8  -  2.0  18.6  4.6  

 

表５－３ パソコン通信サービスとインターネットの利用用途（従業者規模別） 

                                                 単位：(%) 

 ｎ 

社内外と

の連絡コ

ミュニケ

ーション 

外部にア

クセスし

て情報検

索、入手 

ホームペ

ージによ

る情報提

供・宣伝 

関連会社

との情報

共有、デ

ータ交換 

フリーウ

ェア等の

ソフトウ

ェア入手 

市場調査 

商品など

のユーザ

ーサポー

ト 

支払いや

振込の電

子決済 

インター

ネット電

話 

オンライ

ンショッ

ピングの

提供 

クイズや

懸賞の実

施 

その他の

用途 
無回答 

合計 1,030 55.3  45.1  30.9  27.1  9.6  7.9  5.9  3.8  3.7  1.0  0.5  12.3  8.3  

5～29人 765 54.4  44.5  27.9  24.9  7.6  7.1  6.2  3.9  4.4  0.7  0.5  13.9  8.9  

30～99人 201 54.6  44.2  36.1  32.7  13.0  9.0  4.8  3.7  1.5  1.7  0.2  7.1  7.2  

100人以上 65 68.9  55.9  50.4  36.5  22.5  14.6  5.9  3.8  1.7  1.9  1.2  9.3  5.1  

 

 

 



 -60- 

第６章 ＩＳＤＮ回線の利用状況 

 

    ＩＳＤＮ回線を利用している事業所は24.1％となっている。 

    産業別にみると、利用率は公務（34.9％）、保険業（32.0％）、不動産業（31.8％）などで 

   比較的高くなっている。 

    従業者規模別に見ると、規模が大きくなるほど利用率も高くなり100人以上の事業所では 

   48.1％となっている。 

 

図６－１ ＩＳＤＮ回線の利用状況 

 

 

 

 

 

24. 1

19. 1

23. 3

18. 9

14. 7

利用している

どのよう なもの

か知っている
名前は聞いたことがある

名前も聞いた

ことがない

無回答

( n=4. 010)
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図６－２ ＩＳＤＮ回線の利用状況（産業別） 

 

 

 ｎ  

農 ・ 林 ・ 漁 業 (21)  

鉱 業 (6)  

建 設 業 (486)  

製 造 業 (636)  

電気・ガス・熱供給・ 

水 道 業 
(15)  

運 輸 業 (183)  

卸 売 ・ 小 売 業 (1,079)  

飲 食 店 (301)  

金 融 業 (87)  

保 険 業 (48)  

不 動 産 業 (43)  

サ ー ビ ス 業 (1,052)  

公 務 (53)  

 

 

 

図６－３ ＩＳＤＮ回線の利用状況（従業者規模別） 

 

 ｎ  

5 ～ 2 9 人 (3,380)  

3 0 ～ 9 9 人 (510)  

1 0 0 人 以 上 (119)  
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第７章 通信サービスの利用料金 

 

 １ 国内料金の支払額（※平成１０年１０月の１か月間） 

 

   平成１０年１０月の１か月間に、国内通信サービスの利用料金を支払ったと回答した事業所の 

  割合は、郵便65.6％、宅配便25.3％、加入電話84.4％、移動通信料金59.3％、パソコン通信サー 

  ビス・インターネット15.4％となっている。 

   平均支払金額は、郵便39.1千円、宅配便30.7千円、加入電話92.9千円、移動通信29.6千円、パ 

  ソコン通信サービス・インターネット6.7千円となっている。 

 

図７－１ 国内通信サービスの平均支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 加入電話料金は平成１０年９月の１か月間 

※２ 移動通信料金は平成８年、平成９年調査では、移動電話料金、無線呼出し（ポケベル）料金として調査を行った。 

※３ パソコン通信サービス・インターネット料金は平成９年から調査を開始した。 
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27. 6

89. 3

28. 6

51. 6

53. 0

146. 3

27. 2

5. 0

39. 1

30. 7

92. 9
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6. 7

0 20 40 60 80 100 120 140 160

郵便

宅配便

加入電話

移動通信料金

パソコン通信サービス・インターネット

平成８年(n=4, 244)

平成９年(n=4, 352)

平成10年(n=4, 010)

単位：(千円)
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  (1) 郵便料金の支払額 

 

    郵便料金の支払額の分布をみると、「10,000～49,999円」が24.8％、「5000円未満」が 

   19.9％と分散している。 

    産業別に平均支払額をみると、公務の476.1千円が最も高く、次いで金融業161.2千円、保険 

   業130.2千円、電気・ガス・熱供給・水道業112.5千円が続いている。 

    前回(平成９年)の調査結果と比較すると、公務以外のいずれの産業も、前回の金額を下回っ 

   ている。 

 

図７－２ 国内郵便料金の支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－３ 国内郵便料金の産業別平均支払額 
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 (2) 宅配便料金の支払額 

 

   宅配便料金の支払額の分布をみると、「０円」が42.5％で最も多く、また支払金額は分散して 

  いる。 

   産業別に平均支払額をみると、製造業68.1千円と運輸業46.9千円が比較的高くなっている。 

  前回(平成９年)及び前々回(平成８年)の調査結果と比較すると、運輸業やサービス業は前回より 

  高くなっているが、製造業や卸売・小売業、保険業などでは低くなっている。 

 

図７－４ 国内宅配便料金の支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－５ 国内宅配便料金の産業別平均支払額 
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 (3) 加入電話料金の支払額 

 

   加入電話料金の支払額の分布をみると、１万～10万円未満に多く、「10,000～29,999円」が 

  24.3％、「30,000～49,999円」が15.6％、「50,000～99,999円」が16.6％となっている。 

   産業別に平均支払額をみると、公務が202.4千円で最も高く、次いで金融業186.0円、電気・ 

  ガス・熱供給・水道業161.9千円などの順となっている。 

   前回(平成９年)及び前々回(平成８年)の調査結果と比較すると、公務が前回(平成９年)より高 

  く、卸売・小売業がほぼ同額なのを除けば、いずれの産業も前回よりも低くなっている。 

 

図７－６ 国内加入電話料金の支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－７ 国内加入電話料金の産業別平均支払額 
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 (4) 移動通信料金の支払額 

 

   移動通信料金の支払額の分布をみると、「０円」が21.6％、支払った金額では「10,000～ 

    29,999円」が20.7％と多くなっている。 

   産業別に平均支払額をみると、電気・ガス・熱供給・水道業の78.5千円が最も高くなっている。 

 

図７－８ 移動通信料金の支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－９ 移動通信料金の産業別平均支払額 
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 (5) パソコン通信サービス・インターネット料金の支払額 

 

   パソコン通信サービス・インターネット料金の支払額の分布をみると、「０円」が51.7％と最 

  も多く、支払った金額も「5,000円未満」（5.9％）が多くなっている。 

   産業別に平均支払額をみると、金融業16.7千円と公務15.0千円が際立っている。 

   前回(平成９年)の調査結果と比較すると、建設業と飲食店を除くいずれの産業でも、金額が高く 

  なっている。 

 

図７－１０ パソコン通信サービス・インターネット利用料金の支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－１１ パソコン通信サービス・インターネット利用料金の産業別平均支払額 
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 (6) 国内料金支払額の項目別比率 

 

   国内通信サービス料金支払額の項目別の比率においては、加入電話が最も高く50.0％を占めて 

  おり、次いで郵便19.4％、移動通信14.9％、宅配便13.0％と続き、パソコン通信サービス・イン 

  ターネットは最も低く2.8％となっている。 

   産業別にみると、公務では郵便の比率が67.2％、建設業では移動通信が39.9％と高くなっている。 

 

図７－１２ 国内通信サービス料金の項目別比率（産業別） 
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 ２ 国際料金の支払額（平成１０年１０月の１か月間） 

  

   平成１０年１０月の１か月に国際通信サービスのそれぞれの平均支払金額は、国際郵便3.3千 

  円、国際宅配便2.7千円、国際電話5.7千円となっている。 

   前回の調査結果と比較すると、いずれも前回の金額より高くなっている。また前回調査では、 

  国際宅配便が国際郵便を上回っていたが、今回は国際郵便の方が高くなっている。 

 

図７－１３ 国際通信サービスの平均支払額 
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  (1) 国際郵便料金の支払額 

 

    国際郵便料金の平均支払額を産業別にみると、飲食店が14.7千円と高く、次いでサービス業 

   6.1千円、公務3.0千円、製造業2.6千円が続いている。 

 

図７－１４ 国際郵便料金の産業別平均支払額 
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 (2) 国際宅配便料金の支払額 

 

   国際宅配便料金の平均支払額を産業別にみると、飲食店が29.4千円と最も高くなっている。 

 

図７－１５ 国際宅配便料金の産業別平均支払額 
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 (3) 国際電話料金の支払額 

 

   国際電話料金の平均支払額を産業別にみると、飲食店が14.9千円と最も高く、次いで農林漁業 

  12.1千円、製造業8.1千円、サービス業7.8千円などと続いている。 

 

図７－１６ 国際電話料金の産業別平均支払額 
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《事業所》通信利用動向調査課査票
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また、咽⑧ぬ業務をfl' コていな~\場合は、長i答していただか主く τ:結棋ですο

①商占Eや催物の紹介、宣伝・

②定説的な情報ぬ提供・

⑤ 議米や利用期総の通知・ 0・

④ 

(⑤ 会誌案内、人道芸募事長・

〈⑤

(/)事込や~.出の受付

⑧ア ケーぺ・2路変



間 5 r 1¥ソコン通信サービスとインターネットの利用状況」についてお尋ねします。

(1) 賀泰業所で!ま可バソコン通信サービ7，を利用しておられますか。数当する警号にOfflを付けアくだき!-¥" 

1 利用している

E 利用していないが、具体切に利尿ずる予定がある

3 利用していないが、利用の要望はある

4. 利用していないし、今後も必要ない

(2) 費者事業所で l;.~... インターネットを1対照されて υますか。該当す忍番号にO~むを{守けてく jささい。

[「1一 ;♀ 利用していないが、具体的に利用する予定がある

3 利用 Lていな¥，'¥が、利用の要望はある i 

4. 利用していないし、今後も必要ない
一回一一一四回目E一四Eー耳-，~_.セ"~，-，-~..歯車""""''''''--一回一一四時宿舎描一置劃一血一寸甘一=坦醐圃一肱一必叫恥喧一目……守吋欄一一ι叫一祖四一薗叫…日喧曲断…噛一一盃

L 一一一 一一寸+主髭時量繍事書採長目所丹で;はまふ、 4'ンωタ一→ネツ引tト包をどのようえな悶五訪方;法去で和税附i凋舟されていま1すfかQ 該当する持番号主三エl与♀山OE印ロをi付守;けナ
てぞださい。

1. パソコン通信事業者む接続サービスで利用している
「一一一一一一一一一四一一一一一一~一一一一一一「
I ~ 一電気通信事業者¢インターネツパ接続一ス(0一一~利用し九 l 
3 ケ」ブノレテレビ事業者の接続サ、ービスで利用してし¥る 1 
L 4 その他のプロ刈ダ(インタ)七ト接続業者)の接続サービス梓Ij用している j 

(:複獄図書証PJ)

費車業所でfi、インターネットをどのような形態で接続されていますか。 E妥当する番号にOt:ilを付けて下さ

1 ダイアノレアップ(電話回線) 4. 専用線(12 8 kb/s) 

く箪主 (3)・(4)(求、パンコー乙通鼻立ニヰ主主主るいはインターネットを釈壇主斗玉己主蓮華品企主主予答えくださいn > 

(3) 襲撃禁断では、パソコン通信サーピλやインターネットを利用できる端末の台数は何台ありますか。数字で記入してくだ

さ

~I~'王子工亡:ココ三〕
(4) バンコンiil孟サーピスやインターネットをど4むよ【ミな用途℃和i隠されていますが。該当言る番号i二ヰことζよ己O印を付けて

「1 社内外との連防コミュニケーシヨン 7 クイズや懸賞の実施

2. ;:I¥ ~ J-'¥ /'-トージによる清報提供ー宣伝 8 オンラインショッピングの提供 { 

3 外部データベースなどにアクセスして情報検索、入手 B 支払いや振込の電子決済(電子マネ-)

4刷 長j連会社との情報共有、データ交換 10 商品なとすの斗}ザーサポート i 
5岨 フリ」ウェア等のソフトウェアの入手 11 インタ」ネット電話 1 

6 市場調査 12 その他の用途 一一一.J

間6 (ISDN回線」についてお場ねします。

食事業所では、 ISDN回線を利用されていますか。該当する番号iこO印を付けて下さい。

じ
手'!用しごいる
利用していないが、どのJうなものかは知っていろ
利用していないが、名前1;):聞いたことがめる
名1311も開いたことがない

i複数回笹可〉



i高信サーピス等の利用料金額についてお尋ねしますっ

ri重信サービス毒事の利用料金」についてお毒事わし京す。
震事業所でIt..①~⑤に掲げた畠内の通信サービス等について、主基10主ユ♀Ji卑土史旦盟に総額でいくら料金をお支

払いになりましたか。.I:.毘皇主主で数字で記入してください。

なお、金鍾主主盟主遊里量全!.ti-g:g量主主ムヰJ2盤思一壬思議主主主漉や支払いがなかった場合(;:t，ご脚!でも平向
(f)位必繍j二r0 j と記入してください。
ただし、③加入電話料金It，NT  TiJう官童話料金計算期間の変更に伴い、平成 1ウ年-:0 j雪の錆求蕊が車毘Eよ星ZLj量ため、
平成 10年9月(1か月陪L(J)支払額をご記入ください。

)
 
1
 

r
¥
 

信)7 

郵便料金…封書、はがき、郵便小包の利用(差出)料金で、速達、書留など、の特殊取扱料金を含む。

t-ーヱ
仔1

宅配便料金…宅配便、パイグ便などの利用(差出)料金。

「千三4~_.T-;~ ~I 
② 

平成 10年 9jJ 0~をご記入ください。)(※ 加入電話料金…加入電話の基本料金t-通話料金を合算したもの。

(宵万円万円)

_C三ムーごとよ一一._._~

事 γリ

(忌

移動通信料金...携帯電話、自動車電話、 PHS  (簡易主主携若干電話)の基本料金と通話料企を合算したものと、無線呼出し

(ポケバル)の利用料金を今計f加入料金、機著書の料金ば含まれ.g:せよノ心)~たモので、主主とこ空整ど具合主
主よめて支払っている場合はi_J企五分に換算したもの。

④ 

一帯足立」ZL一一一一喝
しよ込町ι千J--lJこj
パソコン通信サーピスとインターネットの事H有料傘 パジコン通信とインターネットの月額基本料。利用の際の通信料

金は除く。

子つ
;Eで) 竺民
(，  

⑤ 

(2) 質事業所で!土、⑦~③!こ掲げた園際通信サービスについて、主主主工♀~1.91iφよか且喧iニ1λくら料舎を支払いましたかり
孟毘昼f皇な数字で記入してえださい。
なお、重量!2~王E圭毘!笠~.鎧ι~重一五λムムエ豊重品三百世ι蓮主主Vt笠や女:払:スがなかった土窓会 i之、ご遺骨~!さも求内
め伎の織に rOjと記入してください。

国際郵便料金・・封書、はがき、郵便小包の利用(差出)料金で、 i窒君、書留なぞ、の特殊取扱料金を含む。

Jいト?
⑦ 

包爆弔問使料金・ー居内や海夕、の会干上が行う直際宅配便サ」ピスのキ11吊(差出)料金。

RT) 戸し

しJJ-LJ-」1i
思!漂官童話料金ヨ際電話の通話料金。

戸主ーム与一一ー
し斗一一・



最後に、貨車事業所の慨要についてお尋ねします。

1 費毒苦難所の年明売よ高収)はどoぐらいですかa 8:ち円箆泣で数字で記入しで〈ださい。

(兆円({:意向)

注(付*) 完よ高iは正L、王平存成 9年度{平h成主9年4月からiヰ平平fド子王一成 10年 3}Jまでで、

~-~'"一千{守寸一一丸企ア十汁訓γナ一寸却つつ の川一1υ山4伴手哨一問酌恥)川冴の崎売 iヒ三一高恥日l晴時営時業刷州叉引n川F入川叩、，1
!百刀一円 いo この期間の記入が掴難Jなな場合には、最も近按按一した決算前 1

L一一J一帽一一一恥一一一早ι守一一斗一""'"一一一一一一一一一一一担斗ム一一J 年間の金額を記入してください。
なお、事業所として売上高のない場令に陪、ご面倒でも["0 J 

と記入して〈ださい

2 食事業所。〉今年度(平成 10年度〉の実上高l立、対官1J年度間期比で増えていますか、滅っていますか。該当する番号!こOEnを
付けてく巨さい。

なお、事業所止して売上蕗のない場合に{ふ r 4 J I こ o~n を付けてください。

2 ;， l~ま「司じ 3 減っナこ 4 該当しなU 」
。覧聞は以上です。お手数をお掛けいたし合すが、開封の返信用封筒にでご返送〈だきい。切手!;I:員長らな〈て結構.....すっ

ご協力有り縫うございました。
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